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　一般会計総額359億８千万円で、昨年度を1.8億円上回る予算となっています。主要財源は、市税で61億円、
地方交付税で141億４千万円、国県支出金で54億９千万円、市債で29億９千万円を見積もりました。
　歳出予算は、昨年度からの継続事業である防災行政無線設備更新事業や旧ごみ処理場解体事業を計上し
たほか、市道府屋勝木線改良事業、道の駅朝日拡充事業、荒川総合体育館耐震改修および大規模改修事業
を計上しました。また、安心して子育てができるよう、子育て支援拠点施設に子育て支援センターを新た
に開設するとともに、乳幼児の紙おむつやお尻拭きなどを購入する際に使用できる購入券を支給する、乳
幼児おむつ用品購入券支給事業を新たに計上しました。

公営企業会計
■上水道事業会計 収　入 支　出

収益的 11億7,339万円 11億3,152万円
資本的 9億3,211万円 14億476万円

■簡易水道事業会計 収　入 支　出
収益的 3億4,061万円 3億4,061万円
資本的 3億8,660万円 5億1,160万円

■下水道事業会計 収　入 支　出
収益的 38億6,800万円 38億6,800万円
資本的 37億8,866万円 50億1,715万円

特別会計予算総額155億6,083万円（前年度比3.5％増）
■特別会計（※） 予算額 前年度比
土地取得特別会計 1億1,183万円 2,241.0% 

情報通信事業特別会計 4億6,400万円 120.5% 

蒲萄スキー場特別会計 1億2,500万円 75.1% 

国民健康保険特別会計 54億7,600万円 103.2 %

後期高齢者医療特別会計 9億5,300万円 117.0% 

介護保険特別会計 84億3,100万円 100.8 %
※ 市が特定の事業を行う場合、その事業で得られる収入を

財源とするため、一般会計とは別に経理を行う会計です

令和６年度一般会計当初予算

359億8千万円　前年度比0.5％（1.8億円）増
問財政課財務管理室（☎75−8922）
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市の主な重点事業
　第３次村上市総合計画に掲げたまちの将来像の
実現に向けて「５つの基本目標」をもとに、新年
度の主な施策、事業と予算の概要について、説明
します。

基本目標１
子育てと健康のまち

ピックアップ
■子育て支援拠点施設の整備（5,289万円）
　閉校した旧神納東小学校校舎棟を活用して、子育
て支援関連の施設整備を順次行います。

【事業内容】
・子育て支援センター外構工事
・学童保育所整備工事
・２階トイレなど一部共有部分の改修工事
・休憩スペース改修工事

令和６年度　新規事業
■乳幼児おむつ用品購入券支給事業（2,601万円）
　令和４年４月１日以降に出生した満３歳未満の乳
幼児を養育する保護者へ、乳幼児おむつ用品購入券
を支給し、子育て世帯への支援の充実を図ります。
※乳幼児、保護者ともに市内に住所を有すること

【支援内容】
　乳幼児１人につき
36,000円（12カ月）
分のおむつ用品購入
券を支給します。

■保育業務支援システムの導入（704万円）
　保育業務支援システムを導入することにより、登
降園管理や保育園からの情報発信など利便性の向上
と事務作業の効率化による保育サービスの向上を図
ります。

■重層的支援体制整備事業（1,430万円）
　年々複雑化・複合化する相談を市全体で一体的に
受け止め、包摂的に支援します。

■１カ月児健康診査費助成金（112万円）
　乳児の成長や発達を確認し、疾病の早期発見・早
期治療につながる１カ月児健康診査の費用を助成し
ます。

■こども家庭センター事業（1,658万円）
　全ての妊産婦や子
育て世帯、子どもに
対する一体的な相談
支援体制を構築しま
す。

基本目標２
豊かで安心なまち

ピックアップ
■防災行政無線（同報系）設備更新事業
　（6億3,110万円）
　防災行政無線（同報系）設備の改修を行うととも
に、神林・朝日・山北地域において、告知端末に替
わる防災タブレットの配布を行います。

【事業内容】
　災害時における情報伝達手段である防災行政無線
設備の機能強化を図るため多様な通信手段（個人の
スマートフォン・
防災タブレット）
を経由して災害情
報を一斉に配信で
きるシステム（防
災アプリ）を導入
します。

令和６年度　新規事業
■洪水・土砂災害ハザードマップの作成（2,635万円）
　洪水・土砂災害ハ
ザードマップの作成に
より、地域住民に災害
リスクを周知し、円滑
かつ迅速な避難の確保
を図ります。

■除雪管理システム導入事業（1,400万円）
　地図上で作業軌跡を確認・管理するために、
GPS端末を除雪車に設置し、要望などへの対応速
度を高め、サービスの向上を図ります。

市税
61億74万円
17.0%

諸支出金等
3億2,093万円

0.9%
総務費

31億9,814万円
8.9%

民生費
103億2,657万円

28.7%歳出
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歳入
359億8,000万円

衛生費
28億1,665万円

7.8%労働費
6,814万円
0.2%

農林水産業費
26億2,312万円

7.3%

商工費
16億2,819万円

4.5%

土木費
47億1,005万円

13.1%

消防費
23億1,912万円

6.4%

教育費
38億3,870万円

10.7%
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1.2%

公債費
35億966万円
9.8%

議会費
１億7,488万円
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繰入金
16億1,440万円
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自主財源依存財源

諸収入
12億4,090万円

3.4%

国庫支出金
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地方交付税
141億4,700万円
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その他自主財源
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5.5%

その他依存財源
24億1,860万円

6.7%

市債
29億9,670万円

8.3%
県支出金

21億4,431万円
6.0%
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